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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅱ.その他
１.各種実態調査について
２.船舶および機械器具等の損料算定基準の改定について
３.港湾請負工事積算基準等の公表について

Ⅰ.積算基準の改定内容
１．第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定

２．第３部 その他の積算基準の改定
３．その他の改定



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅰ.積算基準の改定内容

１．第１部 第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定

２．第３部 第３部 その他の積算基準の改定
３．その他の改定



Ⅰ．積算基準の改定内容

１．第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定

１．総則
1節 総則（P1-1-1)  → 基準の取扱いについて文章の追加（考え方の変更無し）
2節 積算の通則（P1-2-1)  → 基準の取扱いについて文章の追加（考え方の変更無し）
2節 積算の通則（P1-2-3)  → 一般管理費等における法定福利費および建設業退職金共済契約に係る掛金の

記載変更
2節 積算の通則（P1-2-4)  → 一般管理費等における試験研究費償却の記載削除

２．工事費の積算
1節 直接工事費（P2-1-3)  → 歩掛の取扱いについて文章の追加（考え方の変更無し）
1節 直接工事費（P2-1-4)  → 運転１時間当り燃料（電力）消費量算定時の端数処理方法について補足
1節 直接工事費（P2-1-5) → 拘束費の計上方法における対象日数、対象経費の場合分けの明確化
1節 直接工事費（P2-1-6)  → 工期設定時の考慮項目について「猛暑日」を追加
1節 直接工事費（P2-1-(10)、2-1-(11))  → 物価本掲載規格削除に伴うラフテレーンクレーン45t吊の記載削除
1節 直接工事費（P2-1-(13)、2-1-(24))  → 「端数処理の取扱い」について記載場所の変更
1節 直接工事費（P2-1-(19))  → ｸﾛｰﾗ式ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機損料削除に伴う基準の削除

(ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ工（ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ併用杭）能力算定方法）
2節 間接工事費（P2-2-8)  → 積雪寒冷地域の範囲の設定根拠規定の記載変更
3節 一般管理費等（P2-3-1)  → 一般管理費等率の改定
4節 その他（P2-4-1)  → 工事における工期の延長等に伴う増加費用等の積算について、増加費用等の適用

に係る記載削除

積算基準の改定項目
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青字：対比表を後述



１．第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定

３．直接工事費の施工歩掛
潜水士船の大型化による基準改定（270PS型→320PS型） ※複数箇所
機械器具等損料改定に伴う規格修正 ※複数箇所
1節 浚渫・土捨工（P3-1-44)  → 排砂管設置・撤去数量の算出方法について補足
4節 本体工 4.1 ケーソン式（P3-4.1-37、3-4.1-38、3-4.1-55、3-4.1-56、3-4.1-57、3-4.1-(3)、3-4.1-(4))

→ 起重機船（非航固定）DE 2,000t吊、2,200t吊が現存しないため規格の見直し
吊金具等作業用付属品損料算定方法の見直し

4節 本体工 4.5 鋼矢板式（P3-4.5-11、3-4.5-(6)～3-4.5-(9)) 4.6 鋼杭式（P3-4.6-9、3-4.6-(6)～3-4.6-(9))
→ 鋼矢板および鋼杭打設（ディーゼルハンマ）について、クローラ式杭打機損料削除に伴う基準の削除

6節 上部工（P3-6-11、3-6-26、3-6-27、3-6-29)  → クレーン類の種類･規格の選定に係る記載変更（統一）
6節 上部工（P3-6-25)  → 海上コンクリート打設方法の考え方の見直し
6節 上部工（P3-6-32)  → コンクリートミキサー船拘束費の計上方法の見直し

※参考資料－１（P3-6-(1)）に記載の参照先を併せて見直し
6節 上部工（P3-6-33)  → ホイールローダ規格の見直し
8節 消波工（P3-8-2～3-8-6)  → 市場単価「土木工事・鉄筋工（一般構造物）」削除に伴う変更
11節 陸上地盤改良工（P3-11-1～3-11-14)  → ｸﾛｰﾗ式ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機損料削除に伴う基準の削除

（サンドドレーン、ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙの削除）
11節 陸上地盤改良工（P3-11-(17))  → ホイールローダ規格の見直し
11節 陸上地盤改良工（P3-11-(19)～3-11-(24))  → ｸﾛｰﾗ式ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機損料削除に伴う基準の削除

（参考資料－４ ロッドコンパクションの削除）
11節 陸上地盤改良工（P3-11-(26))  → 空気圧縮機規格の見直し
11節 陸上地盤改良工（P3-11-(33))  → ｸﾛｰﾗ式ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機損料削除に伴う基準の削除

（補足資料－１ １．陸上地盤改良工における市場単価の取扱い 削除）
13節 舗装工（P3-13-13)  → 物価本掲載規格削除に伴うラフテレーンクレーン45t吊の見直し
13節 舗装工（P3-13-14)  → ｺﾝｸﾘｰﾄ簡易仕上機規格の見直し
13節 舗装工（P3-13-23)  → ディストリビュータ規格の見直し
16節 仮設工（P3-16-16)  → バイブロハンマに係るウォータージェット規格の見直し

※鋼管杭・鋼管矢板打設（ジェット併用）代価表（P3-16-24）も併せて見直し
16節 仮設工（P3-16-17)  → バイブロハンマおよびウォータージェットに係る水槽規格の見直し
16節 仮設工（P3-16-(9))  → 参考資料－２ 鋼管杭・鋼管矢板の先行掘削におけるバックホウ規格の見直し

（排出ガス対策型の基準値改定に伴う修正）

積算基準の改定項目
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青字：対比表を後述



１．第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定

４．市場単価等
１－１ 市場単価の調査方法、１－２ 市場単価の決定方法（P4-1-1)  → 削除
４ ． 市場単価により積算を行う工種（P4-1-2)  → 「11節 陸上地盤改良工」削除、市場単価「土木工事・鉄筋工
（一般構造物）」削除に伴う「鉄筋工」「吊鉄筋工」適用工種を適用不可に修正など
補足資料－１（P4-1-(2))  → 誤植修正
潜水士船の大型化による基準改定（270PS型→320PS型） ※複数箇所

５．間接工事費の施工歩掛 共通仮設費
1節 回航・えい航費（P5-1-5)

→ 土運船（1隻引）を標準とし、2隻引は表から削除（※土運船2隻以上を回航する場合は別途考慮する）
1節 回航・えい航費（P5-1-13) → 旅費等の算出における鉄道賃等の計上方法を補足
1節 回航・えい航費（P5-1-16)

→ 土運船（1隻引）を標準とし、2隻以上をえい航する場合は別途考慮するよう改定
1節 回航・えい航費（P5-1-(5))

→ 起重機船（非航固定）DE 2,000t吊、2,200t吊が現存しないため規格の見直し
2節 運搬費（P5-2-7) → 建設機械運搬方法について、路面切削機の機械質量の追加
5節 安全費（P5-5-3) → 誤植修正
潜水士船の大型化による基準改定（270PS型→320PS型）

積算基準の改定項目
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青字：対比表を後述



積算基準の改定項目
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２．第３部 その他の積算基準 の改定

第１編 設計等業務
１節 計画・開発・調査等業務（P1-1-5) → 旅費等の算出における鉄道賃等の計上方法を補足
参考資料-1 予備設計（P1-(5)) → 波浪変形計算手法（高山法）の名称修正
参考資料-3 細部設計（P1-(23)) → ３－４ 数量計算等 2)堤頭函 記載内容修正
参考資料-6 港内静穏度（エネルギー平衡方程式及びブシネスクモデル）（P1-(35))

→ 適用範囲について補足
参考資料-8 数値波動水槽(CADMAS-SURF)（２次元）（P1-(45))

→ 検討項目の定義追加、数量計算等項目追加

第２編 測量・調査等業務
１節 測量業務（P2-1-20) → ４－１－４ 数量計算等 成果 報告書作成 単位修正
その他 参考資料－１ 気象・海象調査（P2-(5)～2-(13)) → 「協議・報告」歩掛を新規制定
潜水士船の大型化による基準改定（270PS型→320PS型）
機械器具等損料改定に伴う規格修正 ※複数箇所

第３編 土質調査業務
機械器具等損料改定に伴う規格修正

３．その他の改定

単価表
１．燃料消費量（P単-1)  → 運転１時間当り燃料消費量算定時の端数処理方法について補足
別表１ 燃料消費率（P単-5)  → クローラ式サンドパイル打機損料削除に伴う燃料消費率の削除
別表２ １日の運転時間（P単-8)

→ クローラ式サンドパイル打機損料削除に伴う陸上機械の運転時間の削除、機械器具等損料改定に伴う変
更、ホイールローダ規格の見直し

別表－３ 全国主要港湾の供用係数（P単-9） → 複数の港湾において供用係数ランクの見直し
別表－４ 就業時間別の船員供用係数（P単-10） → 令和８年3月から適用の割増対象賃金比を適用した改定
各種船舶、陸上機械等の単価表の削除・追加・修正

青字：対比表を後述



第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定

7

2 ．⼯事費の積算
1節 直接⼯事費（P2-1-3)  → 歩掛の取扱いについて⽂章の追加（考え⽅の変更無し）

改定前 改定後



第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定
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2 ．⼯事費の積算
3節 ⼀般管理費等（P2-3-1)  → ⼀般管理費等率の改定

改定前 改定後



第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定
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3．直接⼯事費の施⼯歩掛
1節 浚渫・⼟捨⼯（P3-1-47)※

※改定箇所は複数あるが箇所数が多いため本資料では代表的な箇所のみ例⽰
→ 潜⽔⼠船の⼤型化による基準改定（270PS型→320PS型）

改定前 改定後



その他の改定
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改定前 改定後

単価表
１８．潜⽔⼠船（P単-28)

→ 潜⽔⼠船の⼤型化による改定（270PS型→320PS型）



第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定
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改定前 改定後

3．直接⼯事費の施⼯歩掛
8節 消波⼯（P3-8-6)  → 市場単価「⼟⽊⼯事・鉄筋⼯（⼀般構造物）」削除に伴う変更



第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定
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改定前 改定後

５．間接⼯事費の施⼯歩掛 共通仮設費
1節 回航・えい航費（P5-1-5)

→ ⼟運船（1隻引）を標準とし、2隻引は表から削除
（※⼟運船2隻以上を回航する場合は別途考慮する）



第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定
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改定前 改定後

５．間接⼯事費の施⼯歩掛 共通仮設費
1節 回航・えい航費（P5-1-13)

→ 旅費等の算出における鉄道賃等の計上⽅法を補⾜



第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定
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改定前 改定後

第２編 測量・調査等業務
その他 参考資料−１ 気象・海象調査（P2-(6))

→ 「協議・報告」歩掛を新規制定



第１部 港湾土木請負工事積算基準の改定
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改定前 改定後

第２編 測量・調査等業務
その他 参考資料−１ 気象・海象調査（P2-(13))

→ 「協議・報告」歩掛を新規制定



その他の改定
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改定前 改定後

単価表
別表−３ 全国主要港湾の供⽤係数（ P単-9）

→ 複数の港湾において供⽤係数ランクの⾒直し



改定前 改定後
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単価表
別表−４ 就業時間別の船員供⽤係数（ P単-10）

→ 令和８年3⽉から適⽤の割増対象賃⾦⽐を適⽤した改定

その他の改定



「休日確保評価型」試行工事における間接工事費の補正（令和８年度版）
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直轄工事における工事費内訳書への労務費等の記載について

19

令和８年４月１日以降公告する案件の取り扱い



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅱ.その他

１.各種実態調査について
２.船舶および機械器具等の損料算定基準の改定について
３.港湾請負工事積算基準等の公表について



１.各種実態調査について

請
負
工
事
費

工
事
価
格

消費税等相当額

工
事
原
価

間接工事費

直接工事費

純工事費 ＝ 直接工事費 ＋ 共通仮設費

一般管理費等

【数量×代価単価】

施工歩掛：

労務単価：

資材単価：

船舶・機械経費：

共通仮設費

現場管理費

【直接工事費× 経費率 】 ＋ 【積み上げによる計上】
（各工事現場ごとの施工

条件に応じて算定）

工事目的物の施工に

直接必要な経費

【（直接工事費＋共通仮設費） × 経費率 】

（実態調査により標準的な経費を算出し率を決定）

【工事原価 × 経費率 】 （実態調査により標準的な経費を算出し率を決定）

施工単位ごとに必要な労力，資材，機械
の数量を実態調査により標準的な値を決定

賃金台帳を基に実態調査で決定
労務賃金＝基本日額＋割増賃金

市場の取引価格
物価調査機関による調査価格

船舶・機械の使用実績に基づき標準的
な価格を決定（実態調査）
船舶・機械損料またはリース価格

（実態調査により標準的な
経費を算出し率を決定）

施工に際し共通的に必要な経費

例：機械等の運搬、工事現場の安全対策に要する安全費等

工事を管理するために必要な経費

例：現場に常駐する社員の給与，労災保険等の 法定福利費

会社の本支店での必要経費，試験研究費，公共事業としての適正利益
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◆施工歩掛の実態調査

施工情報調査
本調査は、施工歩掛の改定・廃止のために実施する実態調査であり、
「モニタリング調査」と「詳細調査」に分類

①モニタリング調査
現行の施工歩掛と実態の乖離状況を確認するため、全工種を対象に
施工形態の変化や、全国的な施工実績等を網羅的に把握するための
調査

○調査対象：詳細調査を行う工種以外の全工種

②詳細調査
施工歩掛改定の検討資料となる詳細な実態調査

○調査対象：モニタリング調査の結果等から施工実態と現行の
施工歩掛とで乖離が見られた工種

新規歩掛検討調査
新たな歩掛を策定するために行う調査（詳細調査と同様な調査内容）

１.各種実態調査について
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◆間接工事費、一般管理費等の実態調査

１.各種実態調査について

間接工事費等諸経費動向調査

○間接工事費（共通仮設費及び現場管理費）については、港湾浚渫工事、港湾
構造物工事、海岸工事について調査・解析し、一定の乖離がある場合は諸
経費率（共通仮設費率、現場管理費率）を改定
【工事単位】

○一般管理費等については、本社経費の実態を調査・解析
【会社単位】

○諸経費率に係る各補正値（地域補正、海上輸送補正等）について調査・解析

○設計等業務、測量調査関係等の諸経費について調査・解析
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作業船稼働実態調査

本調査は、「船舶および機械器具等の損料算定基準」を定めるために必要な、
作業船等の購入価格、稼働実績及び管理費等について、作業船等の所有者を
対象に行っている実態調査

○調査対象：港湾工事用の作業船等を保有する会社（約３９０社）

○調査内容：①購入価格
②船舶の諸元
③年間の修理費（定期整備費・現場修理費）
④年間の運転時間・運転日数・供用日数等
⑤管理費（税金、保険、保管経費等）
⑥廃船実績
⑦その他（燃料消費量等）

○調査期間：調査前年度の稼働実績について毎年実施

◆船舶・機械経費の実態調査

１.各種実態調査について
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公共事業労務費調査(５１職種)

公共工事を実施している会社の実態調査（賃金支払い）を基に
「公共工事設計労務単価」を決定し公表

→ https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo14_hh_000001_00337.html

（港湾５職種：高級船員､普通船員､潜水士､潜水連絡員､潜水送気員）

○調査範囲：原則として関係二省（国交省、農水省）の所管する直轄事業及び補助事業

○調査期間：１０月期に実施している工事について調査
（少数標本職種については、上記期間に調査対象工事に従事していない場合、

９月１日～９月３０日の期間を調査対象とする）

○対象工事：原則として１件１，０００万円以上の工事を対象

潜水士（ダイバー）労務費調査
公共工事設計労務単価に設定されていないため、港湾独自で労務費調査を実施

「潜水士（ダイバー）標準賃金」を決定し公表
→ https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001865974.pdf

9.「港湾請負工事積算基準」に係る標準賃金について
○調査範囲：直轄事業（港湾関係）

○調査期間：4月～9月末までに契約済又は契約予定の工事・業務について調査

◆労務単価(工事)の実態調査

１.各種実態調査について
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調査設計業務等技術者給与等実態調査

公共事業の業務委託等のうち調査設計等業務および地質調査業務（現場
業務）に従事する技術者に対する実態調査（賃金支払い）を基に「設計業務委
託等技術者単価」を決定し公表

https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_001297.html

○調査対象：選定された調査対象会社における社員（支社・支店等に属する社
員も含む）で調査設計業務および地質調査に従事する技術者

◆設計業務委託等技術者単価の実態調査

１.各種実態調査について
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改定概要

損料算定基準は作業船の稼働実態調査を実施し２年毎に改定。

２.船舶および機械器具等の損料算定基準の改定について

○船舶および機械器具等の損料算定基準
令和８年度 改定内容は下記ＨＰに公表済

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000019.html

8.船舶および機械器具等の損料算定基準について

⇒次ページ参照
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２.船舶および機械器具等の損料算定基準の改定について

基礎価格 標準使用年数 運転時間 運転日数 供用日数 修理費率 管理費率 日当り損料

ﾎﾟﾝﾌﾟ浚渫船(D 1,100PS未満) 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ﾎﾟﾝﾌﾟ浚渫船(D 1,100PS以上) 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.32 1.00 1.110            

ﾎﾟﾝﾌﾟ浚渫船(DE 1,100PS以上) 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.32 1.00 1.109            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（普通）アンカーD（3.5m3未満） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（普通）アンカーD（3.5m3以上） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（普通）アンカーDＥ 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（普通）スパッドD（3.5m3未満） 1.518 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.516            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（普通）スパッドD（3.5m3以上） 1.518 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.518            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（硬土盤）アンカーD 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（硬土盤）スパッドD 1.229 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.228            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（岩盤）アンカーD 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船（岩盤）スパッドD 1.252 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.249            

ﾊﾞｯｸﾎｳ浚渫船 1.241 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.241            

ﾏｲｸﾛﾎﾟﾝﾌﾟ船 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ﾘｸﾚｰﾏ船 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ﾊﾞｰｼﾞｱﾝﾛｰﾀﾞ船 1.000 1.25 0.78 0.78 0.77 1.00 1.00 1.123            

空気圧送船 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

自航起重機船 固定D 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

自航起重機船 旋回D 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

起重機船　固定Ｄ 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

起重機船　旋回Ｄ　（400t吊未満） 1.174 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.175            

起重機船　旋回Ｄ　（400t吊以上） 1.174 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.174            

起重機船　固定ＤＥ（400t吊未満） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

起重機船　固定ＤＥ（400t吊以上） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

起重機船　旋回ＤＥ（400t吊未満） 1.124 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.125            

起重機船　旋回ＤＥ（400t吊以上） 1.124 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.127            

分類 船 種 ・ 分 類
改 正 値 ／ 現 行 基 準 値 (R6)

主
作
業
船

◆作業船等の損料算定基準は実態調査結果を基に２年に１回のサイクルで改定
・実態調査：港湾・空港土木工事で使用する作業船等を保有する会社を対象に実施
・調査項目：購入価格、運転時間、運転日数、維持修理費、管理費等
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２.船舶および機械器具等の損料算定基準の改定について

◆作業船等の損料算定基準は実態調査結果を基に２年に１回のサイクルで改定
・実態調査：港湾・空港土木工事で使用する作業船等を保有する会社を対象に実施
・調査項目：購入価格、運転時間、運転日数、維持修理費、管理費等

基礎価格 標準使用年数 運転時間 運転日数 供用日数 修理費率 管理費率 日当り損料

起重機船　固定ＤＨ 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｸﾚｰﾝ付台船 1.403 1.00 － － 0.96 1.00 1.00 1.405            

杭打船（油圧ハンマ式） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ船（バッチ式） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ船（コンティニアス式） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

ｹｰｿﾝ製作用台船（フローティング式） 1.162 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.163            

ｹｰｿﾝ製作用台船（ドルフィン式） 1.000 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.000            

自己昇降式台船 1.000 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.000            

深層混合処理船 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.26 1.00 1.100            

ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ船（3連装） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

揚錨船 1.000 1.00 － 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

引船（鋼製） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

押船（鋼製） 1.000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

交通船（鋼製） 1.674 1.00 － 1.00 1.00 1.00 1.00 1.673            

交通船（FRP製） 1.000 1.00 － 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

潜水士船 1.435 1.00 － 1.00 1.00 1.00 1.00 1.435            

ガット船 1.304 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.305            

ガットバージ 1.000 1.00 － 1.00 1.00 1.00 1.00 1.000            

石運船 1.000 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.000            

土運船（開閉式） 1.520 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.519            

土運船（密閉式） 1.186 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.185            

押航土運船（開閉式） 1.000 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.000            

押航土運船（密閉式） 1.000 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.000            

台船 1.480 1.25 － － 0.81 1.00 1.00 1.590            

ｽﾊﾟｯﾄﾞ台船 1.000 1.00 － － 1.00 1.00 1.00 1.000            

分類 船 種 ・ 分 類
改 正 値 ／ 現 行 基 準 値 (R6)

付
属
作
業
船

主
作
業
船
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３.港湾請負工事積算基準等の公表について

○港湾請負工事積算基準
令和８年度 改定の詳細（新旧対比表）は、下記HPに公表済

https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000019.html

7.港湾請負工事積算基準について

○施工パッケージ型積算方式の試行について
施工パッケージ型積算方式の新旧対比表について、下記HPに公表予定

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000019.html

7-1.施工パッケージ型積算方式の試行について

○施工パッケージ型積算方式標準単価
施工パッケージ型積算方式標準単価は、下記HPに公表予定

http://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kanri/sekisan/sekou.html（港湾工事）

http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/theme_sekop.htm （土木工事）
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